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公 示 

 
「災害等における一庫ダム管理所機械設備の応急対策業務に関する協定」 

締結の公募について（協定締結説明書を兼ねる） 
 
標記について、協定締結希望者を募集いたしますので、独立行政法人水資源機構（以下

「機構」という。）と協定締結を希望される方は、下記により申請してください。 
                     
 

 
令和２年１２月２２日 

                    独立行政法人水資源機構  
                    一庫ダム管理所長 中原 忠義 

 
 
１．協定の概要 
 （１）協定名  災害等における一庫ダム管理所機械設備の応急対策業務に関する協定 
 
 （２）協定の範囲 

次の①～④のいずれか、または複数とします。 
なお、設備仕様については、別紙－１のとおりとします。 

 
① 非常用洪水吐設備 ：非常用洪水吐ゲート２門 
② 常用洪水吐設備  ：常用洪水吐ゲート２門、常用洪水吐予備ゲート２門 
③ 低水管理用設備  ：選択取水ゲート１門 

主管ゲート１門、主管予備ゲート１門、 
分岐管バルブ１門、分岐管予備ゲート(下流側）１門、 
放流管非常用ゲート１門、分岐管予備ゲート(上流側)１門、 
利水補助バルブ２門 

④ 水質保全設備   ：深層曝気設備２基、 
浅層曝気設備（ｻｸｼｮﾝﾎｰｽﾀｲﾌﾟ）２基、 
浅層曝気設備（沈下ﾎｰｽﾀｲﾌﾟ）４基 
 

  （３）活動の内容 独立行政法人水資源機構一庫ダム管理所で管理する機械設備において、
災害等が発生した場合の施設の応急対策について、相互に協力し速やかに
実施するものです。 

 
 （４）協定の内容等 協定締結当日から令和４年３月３１日まで 

詳しくは、別添の協定（案）を参照願います。 
 

２．参加資格 
次に掲げる条件を満たしている者であることします。 

（１）以下の各号に該当しない者であることとします。 
① 契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者とします。 
 
② 機構が発注した工事の請負契約において、本公示の日から過去２年以内に次の(A)

から(G)までのいずれかに該当する事実があると認められる者とします。 
(A) 契約の履行に当たり、故意に工事を粗雑にした事実 
 
(B) 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正の利益を得る

ために連合した事実 
 
(C) 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた事実 
 
(D) 監督又は検査の実施に当たり、役員又は職員の職務の執行を妨げた事実 
 
(E) 正当な理由がなくて契約を履行しなかった事実 
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(F)  受注者の責めに帰すべき事由により契約解除をした事実 
 
(G) (A)から(F)までのいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を契

約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した事実 
 

③  機構と締結した請負契約に基づく賠償金、損害金、違約金又はこれらの遅延利息を
支払っていない者とします。 

 
④ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号。以下同じ。）に基づく会社更生手続きの

開始若しくは民事再生法（平成１１年法律第２２５号。以下同じ。）に基づく再生手
続開始がなされ一般競争（指名競争）参加資格の再審査に係る認定を受けていない者
又は手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経
営状態が著しく不健全であると認められる者とします。 

 
⑤ 協定参加資格確認申請書若しくは添付書類中の重要な事項について虚偽の記載を

し、又は重要な事実について記載をしなかった者とします。 
 
⑥ 営業に関し法律上必要とされる資格を有しない者とします。 
 

（２）下記に掲げる条件を満たしていること。 
① 機構における平成31・32年度一般競争（指名競争）参加資格業者のうち「機械設備

工事」の認定を受けており、かつ建設業法に基づく「鋼構造物工事業」（ただし、水
質保全設備の協定を希望する場合は、「機械器具設置工事業」）の許可を受けている
こと。ただし、本公示時に認定を受けていない者についても、確認申請書を提出する
ことができるが、本公示の受付締切日時において、一般競争（指名競争）参加資格の
認定を受けていることとします。 

 
（３）会社更生法に基づく更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づく

再生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、一般競争（指
名競争）参加資格の再審査に係る再認定を受けていることとします。 

 
（４）下記①の条件を満たす同種工事の施工実績を有していること。 

なお、実績については②から⑥に示す条件等によるものとする。 
① 本協定における協定参加資格確認申請書の提出期限までに元請として完成・引渡し

が完了した機構、国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社等、公益法人又は大規模
な土木工事を行う公益民間企業が発注した同種工事の施工実績を有していること。 

（注）以下において同じ。 
注１「特殊法人等」とは、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行
令」第１条に定める特殊法人等に加え国土交通省所管のその他の独立行政法人、地方
共同法人日本下水道事業団のことを指す。 

注２「地方公共団体」とは、「地方自治法」第１条の３に定める地方公共団体のことを
指す。 

注３「地方公社等」とは、「地方道路公社法」に基づく道路公社、「公有地の拡大の推
進に関する法律」に基づき都道府県が設置した土地開発公社、「地方住宅供給公社法」
に基づき都道府県が設立した住宅供給公社のことを指す。 

注４「公益法人」とは、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」に基づき設立
された一般社団法人又は一般財団法人、「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に
関する法律」に基づき認定を受けた公益社団法人又は公益財団法人、「一般社団法人
及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する
法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」に基づく特例民法法人のことを指
す。 

注５「大規模な土木工事を行う公益民間企業」とは、鉄道会社、空港会社、道路会社、
電力会社、ガス会社、石油備蓄会社、電気通信会社のことを指す。 

 
② 同種工事の施工実績は、可能な限り一般財団法人日本建設情報総合センター（ＪＡ

ＣＩＣ）の工事実績情報サービス（以下「ＣＯＲＩＮＳ」という。）に登録されてい
る工事から選定すること。 

 
③ 単体として確認申請書等を提出する場合に、共同企業体の構成員としての同種工事

の施工実績とするときは、出資比率２０％以上の場合に限ること。 
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④ 経常建設共同企業体として確認申請書等を提出する場合は、構成員のいずれかが元

請けとして同種工事の施工実績を有していること。 
 

⑤ 同種工事の発注者から企業に対して通知された工事成績評定表の評定点が６５点以
上であること。 

なお、６５点未満の場合は同種工事の施工実績として認めない。 
 
⑥ 工事成績評定が実施されていない実績や評定点が企業に通知されていない実績を同

種工事の施工実績とする場合は、発注者の証明を受けた施工証明書（例：様式２関係）
又は、検査に合格したことを証明する書類（完成認定書等の写し）をもって６５点と
みなす。 

 
【非常用洪水吐設備、常用洪水吐設備、低水管理用設備の協定締結を希望する場合の同
種工事として認める施工実績の要件】 

次の(A)又は(B)に示すいずれかの工事の施工実績とする。 
(A) ダム用ゲート設備の製作・据付を元請けで行った施工実績 
(B) ダム用ゲート設備のうち、主たる機器等の整備を元請けで行った施工実績 
※「ダム用ゲート設備」とは、基礎地盤から堤頂までの高さが一五メートル以

上のダムに設置されるゲート設備をいう。ただし、減勢池内、取水口、沈砂
池及び水槽に設置されるゲート設備並びに修理用ゲート設備は除く。 

※「製作・据付」とは、自らゲート設備全体のシステム設計及び製作をし、設
備全体を現場施工した工事をいう。 

※「システム設計」とは、ダム・堰施設技術基準にある「構造設計」「開閉装
置設計」等をいう。 

※「主たる機器等の整備」とは、扉体の水密ゴム取替、電動ワイヤロープウイ
ンチ式開閉装置の減速機、制動機、電動機、ワイヤロープの取替、油圧式開
閉装置の油圧シリンダ分解整備、油圧ユニット更新、操作制御設備の機側操
作盤更新のいずれかを行ったものをいう。 

 
【水質保全設備の協定締結を希望する場合の同種工事として認める施工実績の要件】 

ダムに曝気設備を構成する機器のいずれかを製作、もしくは据付した施工実績 

※曝気設備は、ダム貯水池の水質保全を目的として設置された設備に限る。 

※曝気設備を構成する機器とは、曝気装置本体、送気管、給気装置及び操作制

御設備をいう。 

 
（５）確認申請書等の提出期限の日までに、機構から工事請負契約に係る指名停止等の措置

要領（以下『指名停止措置要領』という。）に基づき、淀川水系関連区域において指名
停止を受けていないこととします。 

 
（６）機構が発注した工事のうち、平成３０年１月１日から令和元年１２月３１日までの２

年間に元請けとして完成・引き渡された工事の実績がある場合においては、当該工種「機
械設備工事」の工事成績評定表の評定点の年平均が２年連続で６５点未満でないことと
します。 

 
（７）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものと

して、機構発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないことと
します。 

 
３．協定締結者の決定方法 
   
 （１）協定の締結は、２．に掲げる応募資格を満たしている方と行います。 
 
 （２）申請は希望設備を記入のうえ、応募してください。 
 
 （３）１社において重複して締結することができることとします。 
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４．担当窓口 
〒６６６－０１５３  兵庫県川西市一庫字唐松４－１ 
独立行政法人水資源機構 一庫ダム管理所 中村 
電話０７２－７９４－６６７１ ＦＡＸ．０７２－７９４－０５９０ 

本件に係る問い合わせは、９時～１７時（土曜日、日曜日及び祝日並びに１２時～１３
時までを除く）まで。 

 
５．応募資格の確認等 

（１）申請書の作成 
協定の締結を希望されるかたは、下記資料を作成し提出願います。 
① 協定参加資格確認申請書（別記様式１） 
② 同種工事の施工実績（別記様式２） 
③ 希望設備調査表（別記様式３） 

 
 （２）申請書の提出 
     申請書については、以下のとおり提出願います。 

①  提出方法：申請書の提出は、持参又は郵送（信書として送達し、かつ、配達の記
録が残る方法）とします。 

② 受付期間：令和２年１２月２３日（水）から令和３年３月１日（月）までの休日を
除く毎日、９時から１７時（１２時～１３時までを除く）までとします。 

③ 提 出 先：４．に同じ。 
 

（３）その他   
① 提出された申請書は、本協定の応募資格確認以外に無断で使用しません。 
② 提出された申請書は返却しません。 

     
６．協定締結者等への通知 

（１）通知方法 
    協定締結者へは書面をもって、令和３年３月４日（木）までに通知します。 
 

（２）申請書を提出した者のうち、協定締結者として選定しなかったものに対しては、選定
しなかった旨とその理由（非選定理由）について令和３年３月４日（木）までに書面を
もって一庫ダム管理所長から通知します。 

 
７．協定締結者として選定しなかった者に対する理由の説明 
  （１）協定締結者として選定しなかった者は、一庫ダム管理所長に対して選定しなかっ

た理由について、次に従い、書面（様式は自由）により説明を求めることができま
す。 
① 提出期限：令和３年３月１５日（月）まで 
② 提 出 先：４．担当窓口に同じ。 
③ 提出方法： 郵送（信書として送達し、かつ、配達の記録が残る方法）により提

出することとし、電送によるものは受け付ません。 
 

（２） 一庫ダム管理所長は、説明を求められたときは、令和３年３月２２日（月）までに説
明を求めた者に対し書面によりＦＡＸで回答します。当日までに回答が届かない場合は、
４．担当窓口までに問い合わせをしてください。 

 
８．その他 

（１）本協定を締結した者で、独立行政法人水資源機構が実施する一般競争入札における総
合評価落札方式に係る工事の入札に応じる場合、総合評価の評価項目に「地域への貢献
（災害協定等）」が設定されていれば、「地域への貢献」については評価点が加点され
ます。 
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協定参加資格確認申請書提出時のチェックリスト 
 

協定参加資格確認申請書提出時には、本チェックリストにより提出書類が添付されているこ
とを確認ください。 
 
□ 協定参加資格確認申請書（様式１）→ 必須提出 
 
□ 同種工事の施工実績（様式２）  → 必須提出 
 
□ 「希望設備調査票」（様式３）  → 必須提出 
 
□ 様式２に係る契約書等の写し   → ＣＯＲＩＮＳ登録がない場合 
 

これらの添付資料が未提出の場合は、原則、協定参加資格確認申請書は無効（参加資格なし）
となりますのでご注意ください。 
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別記様式１ 
 

協 定 参 加 資 格 確 認 申 請 書 
  
  
                         令和○年○月○日 
 独立行政法人水資源機構 
  一庫ダム管理所長 中原 忠義 殿 
  
                  住   所  〒○○○－○○○○ 
                                         ○○県○○市○○番 
                  商号又は名称 ○○○株式会社 
                  代表者氏名  代表取締役社長 
                                                ○○ ○○ 印 
                              
  
 
 令和２年１２月２２日付で募集のありました「災害等における一庫ダム管理

所機械設備の応急対策業務に関する協定」に係る応募資格について確認された

く、下記の書類を添えて申請します。 
 なお、問い合わせ先は下記のとおりです。 

  
記 

 

 １ 同種工事の施工実績 ・・・・・（様式２） 
 ２  希望設備調査表   ・・・・・（様式３） 
 ３ １に係る契約書等の写し（ＣＯＲＩＮＳ登録がない場合） 
 ４ 問い合わせ先 
       担 当 者 氏 名 ： ○○ ○○ 
        担 当 部 署  ： ○○○本（支）店○○部○○課 
        電 話 番 号  ： （代）○○－○○○－○○○○［（内）○○○○］ 
        F A X 番 号  ：     ○○－○○○－○○○○ 
                       ［１／○］ 

 

 

 

 

 

 

 
様式２ 同種工事の施工実績 

 
様式３ 希望設備調査表 

 
契約書等の写し（ＣＯＲＩＮＳ登録がない場合） 

 

                                                                                     
                                                                                    
注） 表及び裏表紙に割印する。代表者が記名押印する場合は、使用印鑑届（使用する日の３箇月前までの印鑑証明書（コ
  ピーでも可）添付必要）を、また、代表者以外の者が記名押印する場合は代表者からの委任状も併せて提出のこと。 

ただし、過去にご提出頂いており、記載事項に変更がない場合は提出不要です。 
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                                                                 （用紙Ａ４） 
  様式１ 

 

 
 

 

協 定 参 加 資 格 確 認 申 請 書 
  
  
                             令和○年○月○日 
 独立行政法人水資源機構 
  一庫ダム管理所長 中原 忠義 殿 
  
                     住   所  〒○○○－○○○○ 
                                                   ○○県○○市○○番 
                     商号又は名称 ○○○株式会社 
                     代表者氏名  代表取締役社長 
                                                           ○○ ○○ 印 
 
令和２年１２月２２日付で募集のありました「災害等における一庫ダム管理所機械設備

の応急対策業務に関する協定」に係る応募資格について確認されたく、下記の書類を添え
て申請します。 
なお、問い合わせ先は下記のとおりです。 

  
記 

  
 １ 同種工事の施工実績 ・・・・・ （様式２） 
 ２ 希望設備調査表   ・・・・・ （様式３） 
 ３ １に係る契約書等の写し（ＣＯＲＩＮＳ登録がない場合） 
 ４ 問い合わせ先 
        担当者氏名  ： ○○ ○○ 
        担 当 部 署  ： ○○○本（支）店○○部○○課 
        電 話 番 号  ： （代）○○－○○○－○○○○［（内）○○○○］ 
        F A X 番 号  ：     ○○－○○○－○○○○ 
 
 
 
 

 

 

 

［１／○］ 
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様式２                                 （用Ａ４） 

同種工事の施工実績 
 

                                                            会社名：○○○㈱    
   

 

 

 
 

工 
 

事 
 

名 
 

称 
 

等 
 

 

 

工 事 名 称   ○○○○○○○○工事（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：      ） 

発 注 機 関 名   ○○○○○○○○  

施 工 場 所   ○○県○○市○○町○○地先 

契 約 金 額   ○○○，○○○，○○○円 

工     期 
  自 平成○○年○月○日 ～ 至 平成○○年○月○日 
  （○○○○年）       （○○○○年）   （西暦） 

受 注 形 態 等   単体 ／ ○○・○○ＪＶ（自社出資比率○○％） 

JVの構成業者名   ○○建設（株）、△△建設（株） 

 
 

工 
 

事 
 

概 
 

要 
 
 

工     種   ○○工事 

 
 
 
 
規模・寸法等 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
① 同種工事の施工実績は、１件とする。 
② 同種工事の施工実績は、可能な限りＣＯＲＩＮＳに登録されている工事から選定するこ

と。 
③ 同種工事の施工実績が、ＣＯＲＩＮＳに登録されている工事については、工事実績カル

テ（契約データ、技術データ）の写し、工事内容が確認できる書類（特記仕様書、図面等）
の写しを添付すること。 

④ 同種工事の施工実績が、ＣＯＲＩＮＳに登録されていない工事については、発注者の証
明を受けた施工証明書（例：様式３関係）又は検査に合格したことを証明する書類（完成
認定書等の写し）、契約書の写し（工事名、工期、発注機関名、契約書の両当事者の記名
捺印がされている部分）、工事内容が確認できる書類（特記仕様書、図面等）の写しを添
付すること。 

⑤ 工事成績評定が実施されている同種工事を施工実績とする場合は、工事成績評定（結果）
通知書の写しを添付すること。  

⑥ 工事成績評定が実施されていない実績や評定点が企業に通知されていない実績を同種工
事の施工実績とする場合は、発注者の証明を受けた施工証明書（例：様式２関係）又は検
査に合格したことを証明する書類（完成認定書等の写し）を添付すること。 

    ※ 記載の欄の明示は記入例である。 
［○／○］ 
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（例：様式２関係） 
 
 
 

施 工 証 明 書 
 

令和○年○月○日 
 
○○建設株式会社 
    ○○ ○○ 殿 
 
 
 
                                  ○○県○○土木事務所 
                                                  ○○  ○○ ○○  印 
                                                   
 
   下記工事を施工し、完成したことを証明します。 
 
 
 
工 事 名      ○○○○○工事 
 
 
工 事 場 所            ○○県○○市○○町地内 
 
 
請負代金額            ￥○○○，○○○，○○○－ 
 
 
工   期            自 平成○年○月○日 
                      至 平成○年○月○日 
 
 
工事の内容             
 
 
 
従事技術者            監理技術者  ○○ ○○ 
 
 
 
従 事 期 間            平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［○／○］ 
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様式３ 

希望設備調査表 

 協定締結の希望設備 

設 備 名 希望の有無 

① 非常用洪水吐設備 
・希望する 
 
・希望しない 

② 常用洪水吐設備 
・希望する 
 
・希望しない 

③ 低水管理用設備 
・希望する 
 
・希望しない 

④ 水質保全設備 
・希望する 
 
・希望しない 

  
  ※ 「希望の有無」欄は、 希望する・希望しない のいずれかを記載する。 
  ※ 希望設備について、付帯事項がある場合には、以下に記載する。 
 
 
   (例) ・設備名②を希望しますが、油圧シリンダ式開閉装置の施工実績が無い 

ため、開閉装置に関する部分については、対象外とさせて頂きます。 
・設備名③を希望しますが、○○ゲートの施工実績が無いため、対象外と 

させて頂きます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［○／○］ 
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設備仕様一覧表

独立行政法人水資源機構

一庫ダム管理所
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ゲートの名称 非常用洪水吐1，2号ゲート 予備ゲート 常用洪水吐1，2号ゲート 常用洪水吐1，2号予備ゲート

製作据付会社名 ㈱丸島水門製作所（㈱丸島ｱｸｱｼｽﾃﾑ） ㈱丸島水門製作所（㈱丸島ｱｸｱｼｽﾃﾑ） ㈱田原製作所 ㈱田原製作所

完　成　年　月 昭和５７年３月 昭和５７年３月 昭和５７年３月 昭和５７年３月

門　　　　　　数 ２　　門 １　門（戸当りは２門） ２　　門 ２　　門

ゲ　ー　ト　形　式 ラジアルゲート 鋼製多段角落し 摺動式高圧ラジアルゲート 高圧ローラゲート

純径間×有効高 ８．５ｍ×９．３ｍ ８．５ｍ×８．０ｍ（鉛直）
４．４０ｍ×３．４０ｍ

（扉体半径 ６．５０ｍ）
６．７５ｍ×６．７５ｍ

水　密　方　式 前面３方ゴム水密 後面３方・中間ゴム水密
前面４方ゴム水密

ゴム不連続式（Ｂ３）
後面４方ゴム水密

ゲ ー ト 敷 高 EL141.500m EL141.500m EL143.200m EL141.500m

開　閉　方　式
１Ｍ２Ｄ

ﾜｲﾔﾛｰﾌﾟｳｨﾝﾁ式
３５ｔ吊トラッククレーン 揺動油圧シリンダ方式

１Ｍ２Ｄ
ﾜｲﾔﾛｰﾌﾟｳｨﾝﾁ式

開　閉　速　度 周速　約0.3m／min（予備ｴﾝｼﾞﾝ　周速　約0.1m／min） － 鉛直平均　0.3m／min 0.5m／min，高速(閉)時1.0m／min

揚　　　　　　程 ８．０ｍ － ４．２ｍ ３９．０ｍ

開　　　　　　度
9.3m

890m3/sec(洪水時満水位)
－

4.42m
６５０m3/sec(1門当り)

－

操　作　方　式 機側及び遠方 水圧バランス開閉 機側及び遠方 機側

動　力 常　　用 電動機　１１ＫＷ×２台 － - 電動機　２２ＫＷ(6P/12P)×１台

型　　式
規　　格

ウォーム減速機 － - ウォーム減速機

メ ー カ 阪神動力機械㈱ － - 石川島精機㈱

制　　動　　機 電磁ブレーキ － - 電磁ブレーキ

型　　式
規　　格

－ －  油圧ﾎﾟﾝﾌﾟ　7.0MPa,38L/min,1160min-1

 電動機　   ３φ　２２０Ｖ　7.5ｋW
－

ユニット数 － － 　１基－油圧ポンプ２台 －

メ ー カ － － ㈱トキメック －

動力源 常  用

開　　度　　計
主）ﾒｯｾﾝｼﾞｬｰﾜｲﾔ方式
副）軸直結方式

－
主）ﾒｯｾﾝｼﾞｬｰﾜｲﾔ方式
副）ﾒｯｾﾝｼﾞｬｰﾜｲﾔ方式

主）ﾒｯｾﾝｼﾞｬｰﾜｲﾔ方式
副）ﾒｯｾﾝｼﾞｬｰﾜｲﾔ方式

休　止　装　置 手動ピン差込式 － 手動ピン差込式 手動着脱フック吊式

　　　付　属　設　備 　１０t　手動式ホイスト　点検操作台
　リフティングビーム
　手動充水バルブ　φ２００

　利水補助バルブ（ｼﾞｪｯﾄﾌﾛｰｹﾞｰﾄφ300）　各ゲートに1門
　手動ﾁｪｰﾝﾌﾞﾛｯｸ　10t吊り×各ゲートに１基 　１０t　手動式ホイスト　点検操作台

扉　体・戸当り 　塩化ゴム系 　金属（亜鉛）溶射　２５０μ 　ふっ素樹脂系 　エポキシ素樹脂系

開　閉　装　置 　フタル酸樹脂系 　金属（亜鉛）溶射　２５０μ 　フタル酸樹脂系（一部ふっ素樹脂系） 　フタル酸樹脂系

付　属　設　備 　フタル酸樹脂系 － 　ふっ素樹脂系（一部フタル酸樹脂系） 　フタル酸樹脂系

－ －

設備の名称 常用洪水吐設備非常用洪水吐設備

塗
　
装
　
仕
　
様

放　　流　　管 ステンレスクラッド鋼製（無塗装）

開
　
　
閉
　
　
装
　
　
置

商用　３φ２２０Ｖ　６０Ｈｚ　（管理所予備発電装置　ガスタービン発電機　３５３ｋｗ，４８０ＰＳ×１台　ディーゼル発電機　３００kVA×１台）

場
　
　
所

水系・河川系 淀川水系猪名川支川一庫大路次川

地　　　　名 兵庫県川西市一庫字唐松

減
速
機

油
圧
ユ
ニ

ッ
ト

扉
体
・
戸
当
り
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低水管理用設備

ゲートの名称 選択取水ゲート 休　　止　　台 補助取水ゲート 放流管非常用ゲート 主管ゲート 主管予備ゲート

製作据付会社名 ㈱酒井鉄工所 ㈱酒井鉄工所 西田鉄工㈱ ㈱酒井鉄工所 ㈱酒井鉄工所 ㈱酒井鉄工所

完　成　年　月 昭和５７年３月 昭和５７年３月 平成１８年２月 昭和５７年３月 昭和５７年３月 昭和５７年３月

門　　　　　　数 １　　門 １　　門 １　　門 １　　門 １　　門 １　　門

ゲ　ー　ト　形　式 円形多段式ゲート ヒンジ式 鋼製スライドゲート リングホロワゲート ジェットフローゲート 高圧スライドゲート

純径間×有効高 7段（φ1.8,2.0,2.2,2.4,2.6,2.8,3.0×49.94） Ｌ　６．２ｍ×Ｂ　３．１ｍ １．２５×１．２５ｍ φ１，４００㎜ φ１，２５０㎜ φ１，４００㎜

水　密　方　式 円周ゴム水密 － 後面４方ゴム水密 後面メタルタッチ水密 前面メタルタッチ水密 後面メタルタッチ水密

開　閉　方　式
１Ｍ２Ｄ

ﾜｲﾔﾛｰﾌﾟｳｨﾝﾁ式
油圧シリンダロープ式 手動ワイヤロープウインチ式 油圧シリンダ式 油圧シリンダ式 油圧シリンダ式

開　閉　速　度 ０．３m／min
０．１５m／min（ｼﾘﾝﾀﾞ）
０．３m／min（ﾛｰﾌﾟ）

－ ０．３m／min ０．１m／min ０．１m／min

揚　　　　　　程 EL.149.0m～EL.108.0m － １．３ｍ １．５５ｍ １．３５ｍ １．６４ｍ

操　作　方　式 機側、遠方、遠方自動制御 機側 機側（水圧ﾊﾞﾗﾝｽ） 機側及び遠方(閉操作のみ) 機側及び遠方 機側

動　力 常　　用 電動機　１１ＫＷ×２台 電動機　２．２ＫＷ×１台 手動 －

型　　式
規　　格

サイクロ減速機 － LRH-3D － － －

メ ー カ 住友重機械工業㈱ － 西部電機㈱ － － －

制　　動　　機 電磁ブレーキ － － － － －

型　　式
規　　格

－
 油圧ﾎﾟﾝﾌﾟ　70kg/㎝

2,12.3L/min,1200min-1

 電動機　   ３φ　２２０Ｖ　2.2ｋW
－  油圧ﾎﾟﾝﾌﾟ　7MPa,26.2L/min,1150min-1

 電動機　   ３φ　２２０Ｖ　5.5ｋW

ユニット数 － 　１基－油圧ポンプ１台 － 　１基－油圧ポンプ２台

メ ー カ － ㈱不二越 － ㈱トキメック

動力源 常  用

休　止　装　置 　休　止　台　式 　手動ボルト差込式 － 　休　止　嵌　式 　休　止　嵌　式 　休　止　嵌　式

　　　付　属　設　備
　１０t　手動式ホイスト
　５t　手動式ホイスト

鋼製制水蓋（φ3100,後面全周ｺﾞﾑ水密） －
　充水バルブ手動スルースφ１５０
　３t手動式ホイスト

扉　体・戸当り 　タールエポキシ樹脂系 　タールエポキシ樹脂系 　扉体，戸当りSUS304の為無し ﾀｰﾙｴﾎﾟｷｼ樹脂系（扉体下流面は水中硬化型ｴﾎﾟｷｼ系） 　ﾀｰﾙｴﾎﾟｷｼ樹脂系 　ﾀｰﾙｴﾎﾟｷｼ樹脂系

開　閉　装　置 　フタル酸樹脂系 　フタル酸樹脂系 　フタル酸樹脂系 　エポキシ＋塩化ゴム系 　エポキシ＋塩化ゴム系 　エポキシ＋塩化ゴム系

付　属　設　備 　フタル酸樹脂系 　フタル酸樹脂系 － 　エポキシ＋塩化ゴム系 　エポキシ＋塩化ゴム系 　エポキシ＋塩化ゴム系

－ － －

低水管理用設備（選択取水設備）

 油圧ﾎﾟﾝﾌﾟ　7MPa,26.2L/min,1150min-1

 電動機　   ３φ　２２０Ｖ　5.5ｋW

　１基－油圧ポンプ２台

㈱トキメック

場
　
　
所

－

水系・河川系

地　　　　名

設備の名称

淀川水系猪名川支川一庫大路次川

兵庫県川西市一庫字唐松

塗
　
装
　
仕
　
様

放　　流　　管

扉
体
・
戸
当
り

開
　
　
閉
　
　
装
　
　
置

減
速
機

油
圧
ユ
ニ

ッ
ト

商用　３φ２２０Ｖ　６０Ｈｚ　（管理所予備発電装置　ガスタービン発電機　３５３ｋｗ，４８０ＰＳ×１台　ディーゼル発電機　３００kVA×１台）

　ステンレスクラッド鋼管(外面)　エポキシ＋塩化ｺﾞﾑ系

３t　手動式ホイスト
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ゲートの名称 分岐管バルブ 分岐管予備ゲート（下流側） 分岐管予備ゲート（上流側） 維持用水バルブ 維持用水ポンプ 利水補助1，2号バルブ

製作据付会社名 ㈱酒井鉄工所 ㈱酒井鉄工所 ㈱酒井鉄工所 前澤工業㈱ ㈱鶴見製作所 ㈱田原製作所

完　成　年　月 昭和５７年３月 昭和５７年３月 昭和５７年３月 昭和５９年１月 平成１７年３月 昭和５７年３月

門　　　　　　数 １　　門 １　　門 １　　門 ２　　門 １　　台 ２　　門

ゲ　ー　ト　形　式 コーンスリーブバルブ 高圧スライドゲート 高圧スライドゲート キャビレスバルブ 着脱式水中ﾌﾞﾚｰﾄﾞﾚｽﾎﾟﾝﾌﾟ ジェットフローゲート

純径間×有効高 φ９５０㎜ φ９５０㎜ φ９５０㎜ φ３００㎜ φ３００㎜ φ３００㎜

水　密　方　式 円周メタルタッチ水密 後面メタルタッチ水密 後面メタルタッチ水密 円周メタルタッチ水密 － 前面メタルタッチ水密

開　閉　方　式 電動スピンドル式 電動スピンドル式 電動スピンドル式 電動スピンドル式 － 電動スピンドル式

開　閉　速　度 ０．０３m／min～０．０５m／min ０．１m／min ０．１m／min 全閉～全開約3.0min 10.5m3/min ０．１m／min

揚　　　　　　程 ４５０㎜ １，１５０㎜ １，１５０㎜ － ３．９ｍ ０．３４ｍ

操　作　方　式 機側及び遠方 機側 機側 機側及び遠方 － 機側及び遠方

動　力 常　　用 電動機　１．５ｋＷ×1台 電動機　７．５ｋＷ×１台 電動機　７．５ｋＷ×１台 電動機　０．７５ｋＷ×１台 電動機直結式（Y－Δ）３０ｋＷ 電動機　０．５６ｋＷ×１台

型　　式
規　　格

LTKD－1SG LTKD－10AG LTKD－10AG LTKD－02 － SMB－00

メ ー カ 西部電機㈱ 西部電機㈱ 西部電機㈱ 西部電機㈱ － 日本ギヤ工業㈱

制　　動　　機 － － － － － －

型　　式
規　　格

－ － － － － －

ユニット数 － － － － － －

メ ー カ － － － － － －

動力源 常  用

休　止　装　置 － － － － － －

　　　付　属　設　備
　充水バルブ手動スルース　φ１５０
　３t　手動式ホイスト

－ －
　バタフライバルブφ３００
　電磁流量計

　流調用仕切弁φ３５０ －

扉　体・戸当り 　タールエポキシ樹脂系 　タールエポキシ樹脂系 　水道用液状エポキシ －

開　閉　装　置 　エポキシ＋塩化ゴム系 　フタル酸樹脂系 － －

付　属　設　備 　エポキシ＋塩化ゴム系 　フタル酸樹脂系 － －

－ － －

塗
　
装
　
仕
　
様

放　　流　　管

扉
体
・
戸
当
り

ｽﾃﾝﾚｽｸﾗｯﾄﾞ鋼管(外面)ｴﾎﾟｷｼ+塩化ｺﾞﾑ系，水圧鉄管(外面)ｴﾎﾟｷｼ+塩化ｺﾞﾑ系・(内面)ﾀｰﾙｴﾎﾟｷｼ樹脂系

淀川水系猪名川支川一庫大路次川

兵庫県川西市一庫字唐松

エポキシ＋塩化ゴム系

場
　
　
所

水系・河川系

地　　　　名

設備の名称 低水管理用設備

商用　３φ２２０Ｖ　６０Ｈｚ　（管理所予備発電装置　ガスタービン発電機　３５３ｋｗ，４８０ＰＳ×１台　ディーゼル発電機　３００kVA×１台）

タールエポキシ樹脂系

エポキシ＋塩化ゴム系

開
　
　
閉
　
　
装
　
　
置

減
速
機

油
圧
ユ
ニ

ッ
ト
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淀川水系猪名川支川一庫大路次川

兵庫県川西市一庫字唐松

排
気
管

給油式ｽｸﾘｭｰｺﾝﾌﾟﾚｯｻ　

HM37A-6b

60Hz-6.1m3/min-0.7MPa

37kw-220V-４P

KO-37 AOｸﾞﾚｰﾄﾞ HAF-75B

KA-37 AAｸﾞﾚｰﾄﾞ HMF-75B

MFG-65A HDT1040

０～1.6MPa,75φ,R3/8,A形 AC10-183

LSD110A

ST220E-26

㈱神戸製鋼所

ゼニヤ海洋サービス㈱

平成１５年３月

設 備 の 名 称 水 質 保 全 設 備

名 称 深層曝気設備
浅層曝気設備

（サクションホースタイプ）
浅層曝気設備

（沈下ホースタイプ）

場
所

水 系 名 ・ 河 川 名

地 名

本
体

台 数 ２　　基

使 用 可 能 水 位 EL.108.00以上

機 器 類 仕 様

本体：外筒φ2200-内筒φ1000mm

２　　基 ４　　基

形 式 水没形エアリフト方式 散気管方式 散気管方式

EL.108.00以上 EL.108.00以上

改 善 範 囲
１号EL.101.10～EL.94.10
２号EL.103.00～EL.96.30

１号　表層より水深20m
２号　表層より水深20m

１・３号　表層より水深２０m
２・４号　表層より水深１５m

１号φ600-32A　SUS304TP φ１５００-８０A　SUS304TP

全長：16,000mm 孔径φ5×12 孔径φ5×５２

主要材質：FRP ２号φ1000-40A　SUS304TP

平成１９年３月 平成２２年１１月

排気装置：SUS製フロート式排気装置 孔径φ5×16

設置標高１号　EL.87.4
設置標高２号　EL.89.3

ｼﾝｶｰによる固定 ｽﾄｯｸﾚｽｱﾝｶｰによる固定

最高散気量3m3/min 最高散気量3m3/min

ホ ー ス 規 格 等 本体：軟質ﾌﾟﾗｽﾁｯｸφ50 耐油ｺﾞﾑﾎｰｽ SUS製

製 作 据 付 会 社 名 ㈱丸島ｱｸｱｼｽﾃﾑ ㈱丸島ｱｸｱｼｽﾃﾑ ㈱丸島ｱｸｱｼｽﾃﾑ

完 成 年 月 平成１７年３月

送
気
管

合成ｺﾞﾑ沈水ﾀｲﾌﾟφ38 軟質塩化ﾋﾞﾆﾙﾎｰｽ 合成ｺﾞﾑ沈水ﾀｲﾌﾟφ50

合成ｺﾞﾑ浮上ﾀｲﾌﾟφ38

保 護 管 埋設用波付硬質ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ電線管 波付硬質合成樹脂管

鋼 管 水配管用亜鉛メッキ鋼管40A　32A

給
気
装
置

コ ン プ レ ッ サ 台 数 ２　　基 2　　基

コ ン プ レ ッ サ 形 式 ｵｲﾙ式空冷ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ

コ ン プ レ ッ サ 型 番 OSP-37VARN

コ ン プ レ ッ サ 空 気 量 60Hz-6.6m3/min-0.85MPa

コンプレッサ製作会社名 ㈱日立産機システム

コンプレッサモータ容量 37kw-220V

エ ア フ ィ ル タ ー 形 式

ミクロミストフィルター形式

流 量 計 形 式

圧 力 計 型 番 等

据 付 会 社 名 ㈱丸島ｱｸｱｼｽﾃﾑ

完 成 年 月 平成２２年１１月

ホ ー ス 規 格

ド レ ン 処 理 装 置 形 式 -

ド レ ン 排 出 装 置 形 式 -



 

災害等における一庫ダム管理所機械設備の応急対策業務に関する協定（案） 

 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、独立行政法人水資源機構一庫ダム管理所で管理する機械設備において、地

震・風水害その他による災害、又は不測の事故、故障の発生並びに災害の発生のおそれが
ある場合（以下「災害等」という。）に独立行政法人水資源機構一庫ダム管理所長（以下
「甲」という。）が実施する応急対策業務に関し、これに必要な機械電気技術者、資機材
並びに必要な機器類（以下「技術者等」という。）の提供について、株式会社〇〇〇〇（以
下「乙」という。）に協力要請する際の事項について定めるものである。 

 
（協力事項の発動） 
第２条 この協定に定める災害等の協力事項は、原則として甲が乙に対して要請を行った時を

もって発動する。 
  ２ 乙は、本協定締結後、緊急連絡先及びダムまでの派遣に要する所要時間をすみやかに通

知するものとする。 
なお、その内容を変更する場合は、その都度通知するものとする。 

 
（対象設備） 
第３条 応急対策業務の対象設備は、次のとおりとする。 
    ・○○設備（○○ゲート） 
 
（業務の要請） 
第４条 甲は、災害等の実状に応じて、乙に対し業務内容、日時、場所を指定して技術者等の提

供を要請するものとする。 
  ２ 甲は、乙に対し前項の要請をおこなうときは、文書によりこれを行うものとする。 
  ３ 甲は、災害等において前項の規定によりがたいときは、乙に対し口頭による要請ができ

るものとし、後日文書により整理するものとする。 
  ４ 乙は、甲から前三項の規定により要請があった場合には、特別の理由がない限り、甲に

対して技術者等の提供の協力を行うものとする。 
 
（費用負担等） 
第５条 第３条の規定により乙が使用した技術者等の提供に要する費用は甲が負担する。 
  ２ 甲は、第３条の規定による要請後、乙と遅延なく請負契約を締結するものとする。 
  ３ 前一項に規定する費用は、応急対策着手後、施工内容が確定した時点で設計図書等に基

づき、甲乙協議して決定するものとする。 



 
（損害の負担） 
第６条 業務の実施に伴い、甲及び乙の責に帰さない事由により、第三者に損害を及ぼした場合

又は技術者等に損害が生じた場合には、乙は、その事実を発生後遅延なく、その状況を書
面により甲に報告し、その処置について協議して定めるものとする。 

 
（協議） 
第７条 この協定に定めていない事項、又は本協定に疑義が生じた場合には、甲乙協議して定め

るものとする。 
 
（協定期間） 
第８条 この協定の適用される期間は、協定締結の翌日から令和４年３月３１日までとする。 
    ただし、期間の満了する日の３０日前までに、甲又は乙から相手方に対し、この協定の

変更、又は終了する旨の意思表示がない場合は、協定期間は引き続き１年間延長するも
のとし、以後も同様とする。 

 
 
 
附  則 
    この協定は、令和〇年〇月〇日から適用する。 
 
 
 この協定の成立を証すため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各１通を保有する。 
 
 
令和〇年〇月〇日 
 

甲    独立行政法人水資源機構一庫ダム管理所 
      所 長   中原 忠義 
 
乙    株式会社〇〇〇〇 
      代表取締役 〇 〇  〇 〇 


